非営利組織の存在理由と活動環境 : 情報利用者指向的会計論にもとづく検討 by 藤井, 秀樹
Title非営利組織の存在理由と活動環境 : 情報利用者指向的会計論にもとづく検討
Author(s)藤井, 秀樹



































とい う6つ の特徴 を備えた組織 を非営利組織 と定義 してい る(pp.6・7)2。
この定義は、非営利組織の定義を国際比較3の観点か ら概念 的に検討 したSala皿onand
Anheier[1997]において、「最 も適切で最 も難点の少ない」(p.35)定義 とされ、ほぼそのままの
かたちで再提示されている4。さらにまた、経済社会における非営利組織のあ り方を論 じたわが
菌のい くつかの先行研究(たとえば小島[1998],4-5頁;島田[1999],31・32頁)においても、当該定
義が議論の出発点 をなす ものとして肯定的に引用 されている5。
総 じて、Salamon[1992】で提示された上掲の定義は、近年の非営利組織の基本的な特徴を包
括的かつ的確に捉えたものであ り、先行研究においても広 く受容された、その意味で一般的承
認性 の きわ めて高 い定 義 とみ な す こ とが で き るで あ ろ う。 したが って 、本稿 で は 、
Salamon【1992]で提示された上掲の定義にもとついて、以下の検討 を進めてい くことにする。
ちなみに、Salamon[1992]で示された非営利組織の定義は、わが国の特定非営利活動法人(NPO)
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2.非 営利組織の2系 統の存在理 由
近年の関連文献を通覧すると、非営利組織の存在理由は、経済的機能にかかわるものと、社







た非営利組織の存在意義をさらに高める要因として作用 している。総 じて、 これ ら経済的機能
にかかわる存在理由は、民間のイニシアティブにもとつ く非市場的な資源配分を内実 とするも
のであ り、非営利組織の定義を構成する上掲の6つ の特徴のうち、とりわけ(2)(3)(4)に依拠 し
た存在理 由となっている。
他方、上掲(d)の存在理 由は、非営利組織が国民の多元的な価値 と自由を実現 してい くために
大きな役割を果たしているということを指摘 したものであ り、(e)の存在理 由は、非営利組織が










価値観や交流形態に対応 したものであ り、非営利組織の定義を構成する上掲の6つ の特徴の う












3.非営利組織 に固有の存在理 由とそれを支えるボランタ リズム
では、上記2系 統の存在理由は、 どのような関係にあるのであろうか。また、2系 統の存在
理 由のうち、メインの存在理 由はどち らであろうか。
いかなる組織であれ、その機能に経済的な意味のない組織は、経済社会において存立の基盤
を持ちえない。この意味で、経済的機能にかかわる存在理由は、非営利組織が経済社会におい
て存在するための前提条件 とい うことがで きる。その内実は、既述のように、民間のイニシア
ティブにもとつ く非市場的な資源配分にある。この機能は とりわけ、非営利組織が有する非営
利性(上掲(3)の特徴)と表裏の関係 にあ り、非営利組織が文字通 りの 「非営利」組織 として存在
する経済的根拠 ともなっている。
しか し、利益分配を目的としない民間の自主管理組織 という諸特徴 と当該各諸特徴に依拠 し
た非市場的な資源配分機能を、非営利組織 に固有のものとみなすことはできないであろう。な





由には上掲(5)(6)の特徴が深 く作用 しているが、このうち とりわけ(5)のボランタ リズムを不可





きく変化 しつつあ り、国民がボランティア活動やNPOに 参加することが交流を深める一つの
きっかけになる」(1頁)という基本認識のもとに非営利組織の役割 と課題 を論 じた経済企画庁編
[2000]は、この点できわめて示唆的である10。すなわち、「ボランテ ィア活動は 〔本来的に… 〕、
社会にとって個別性が高い多様なニーズに対応することを得意分野 としている」(経済企画庁編
[2000],206頁)のであって、非営利組織は、そうした特性を具備 したボランテ ィア活動に依拠す
ることによっては じめて、他の組織には期待で きない固有のサー ビスを国民に提供する存在 と
な りうるのである11。
ちなみに、2001年3月末時点におけるわが国の特定非営利活動法人の活動分野を集計する
















(1)2001年3月末 まで に認証 を受 けた3,800法人 の定 款 か ら集 計 。
(2)%は3,800法人 に対 す る百分 比 を表 す。
(3)1法人 が複数 の活 動分 野で活 動 す る場合 が あ るため 、合 計 は100%に な らない 。
(出所)内閣府NPOホ ー ムペー ジhttp:〃www5.cao.go.jp/j-j/npo/000630bunya.htmlの
資料 に よ り作 成 。

























4.非営利性のパラ ドックスーボランタ リズムとプロフェッショナ リズムの両立 一
経済的機能にかかわる存在理 由がサブのそれであるとはいえ、それは決 して、非営利組織の
経済的側面を軽視 してよい ということを意味するものではない。既述のように経済的機能は非
営利組織が経=済社会において存在するための前提条件である。 この前提条件を欠 くな らば、非
営利組織のメイ ンの存在理 由である社会的価値の実現 も不可能 になる。
つま り、非営利組織 といえども、市場経済 との関係 を抜 きに しては存在 しえないとい うこと
である。そして、非営利組織のあ り方をめ ぐる最 も困難な本質的問題は、 じつはこの点にある
といってよい。なぜな らば、非営利組織は、その存在の前提条件である非市場的資源配分機能
を、ほかならぬ市場経済のもとで遂行 しな くてはならないからである。よ り端的にいえぱ、非
営利組織は、その非市場性を市場のなかで実現 しな くてはならないのである。ここに、非営利
組織 における 「非市場性のパ ラ ドックス」を見出すことができるのである。
この 「非市場性のパラ ドックス」は、非営利組織の運営においては 「非営利性のパラ ドック
ス」 として現れる。すなわち、非営利組織は、非営利 を運営原則 とするものの、サー ビス提供
能力を維持するに足る財務的基盤は自律的に確保せねばな らず、 したがって、そのか ぎりにお
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いての 「営利性」の追求はむ しろ必要不可欠の課題 となるのである12。
要するに、市場経済のもとで 自律的組織 として存在 し続けるためには、非営利組織 といえど
も市場経済の基本的ルールに服さねばならない ということである。市場経済の基本的ルールを
満たすための合 目的的行動を、一般にマネジメン トと呼んでいる。それは最 も単純化 していえ
ば、同 じ水準のサービスをより少ない経済的資源で提供するための行動、あるいは同じ量の経
済的資源で より高い水準のサー ビスを提供するための行動である。
改めて指摘するまでもな く、そのようなマネジメントのスキルを培 うためには、特別な教育 ・
訓練 と一定期間にわたる実践的経験が欠かせない。その意味で、マネジメン トのスキルは、す
ぐれて専門的なスキルである。そのようなスキルを備えた人材は、まさに 「経営者」(manager)
と呼ぶにふさわ しい。すなわち、非営利組織は、市場経済のもとで自律的組織 として存在 し続
けるために、 プロフェッショナル としての経営者の存在を必要 としているのである13。




は社会的価値の実現についてこそ)、深い理解 と豊富な実践的経験 を持つ ことが要請されるので
ある。
すなわち、以上を要するに、非営利組織がその存在理由を経済社会において積極的にアピー
ルしてい くためには、経営者を軸にしたボランタ リズムとプロフェッショナ リズムの両立が欠
くことので きない課題 となるのである14。それは、非営利組織における 「非営利性のパラ ドヅ
クス」 によって宿命づけ られた課題 といえよう。
5.プ ロフェッショナ リズムを向上 させ るための環境整備
わが国の非営利組織においては一般 に、有給 ・専従スタ ッフの層がきわめて薄いことか ら、















うした現状か らすれば、ボランタ リズムとプロフェッショナ リズムの両立を図るうえでさしあ
たり優先的な課題 となるのはプロフェッショナ リズムの向上であ り、そ してまたそれを促進す
るための環境整備であるといえよう。
非営利組織のプロフェッショナ リズムを向上させるためには、実践的経験 をっうじた経営者
自身の不断の努力が何よ りも重要 となるが、そうした問題についての検討は本稿の課題 を越え
たものとなる15。したがって、以下では、非営利組織におけるプロフェッショナ リズムの向上
を促進するための環境整備に的を絞 って、議論 を進 めていきたい と思 う。
非営利組織におけるプロフェッショナ リズムの向上を促進する環境整備の方策については、
様々な観点から様 々な提案が可能であろうが、ここでは情報利用者指 向的会計論の観点から、




ギフ ト制度の導入 をあげることがで きる。
租税特別措置法等の一部を改正する法律(2001年3月30日公布)により、国税庁長官が一定
の要件を満たすと認定 した特定非営利活動法人に対 して寄付を行った個人または法人に税額控
除を認める制度が、2001年10月1日か ら導入されることになった。しか し、この制度では 「徴
税の論理が最優先」(『朝 日新聞』2001年6月2日付夕刊)され、法律で規定された優遇措置が
実際には利用 しに くいものになっているとい う批判がなされている。こうした問題点を改善 し、
寄付者が利用 しやすい制度に改正 してい く必要がある16。
マヅチ ングギフト制度 とは、社員がある団体に寄付 をした場合、企業がその寄付金 に上乗せ
して寄付金を拠出する制度であ り、アメ リカでは1960年代に導入された。社員にとっては自
分が貢献 したいと考える団体に対 して個人の寄付金以上の金銭的貢献がで き、 また企業にとっ




非営利組織に対する主たる資源提供者は、会員 、 利用者、 政府、寄付者の4者 である。会
員は会費を、利用者は料金を、政府は補助金を、そ して寄付者は寄付金を、それぞれ非営利組







組織 により多 くの資源を提供 しようとするであろう。そうすることによって、 自分たちの資源
が、より効率的にあるいはより有効に活用されることになるからである。 したがって、より多
くの資源を獲得 しようとする非営利組織の経営者は、その運営において経済合理性を高めよう





付が本質的に寄付者の選好にもとつ く行為であ り、非営利組織 に対する寄付者(市民)の評価が












の意思決定に役立つ 目的適合的で信頼性のある情報が開示されな くてはな らない。かかる情報
開示において基軸 となるのは、 どのような源泉からどれだけの資源を調達 し、それをどのよう
な 目的に使用 したかを明 らかにする 「説明責任」(accountability)の履行である18。
より具体的には、アメ リカの財務会計基準書第117号「非営利組織の財務諸表」で基準化さ
れたような財務諸表制度19を導入する とともに、それにもとつ く財務情報を、誰でも随時閲覧















ためのコン トロール手段 としても機能 することになるのである。
6.むすびにかえて
以上 によって、情報利用者指向的会計論の立場から、非営利組織の存在理由と活動環境のあ
り方について検討する という本稿の 目的は、おおむね達成 されたもの と思われ る。
本稿では、非営利組織が本来的に、経済的機能にかかわる存在理 由と社会的価値にかかわる
存在理由という2系列の存在理由を有することから、非営利組織の運営 には 「非市場性のパラ
ドックス」と 「非営利性のパラ ドックス」が宿命的に内在 してお り、これ らのパラ ドックスを
超克するためにはボランタ リズムとプロフェッショナ リズムの両立が避けて とおれない課題 と






ムとして、そ してまた非営利組織の 自己規律を高めるためのコン トロール手段 として、活用さ
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